
（平成２３年９月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4428 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年１月から 54 年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年５月から 54 年 12 月まで 

私は、ねんきん特別便で未納期間があることを知った。私の夫が国民

年金の加入手続を行ったが、国民年金保険料の納付は、しばらくの間は

私が納付し、その後夫の預金口座から振替により納付した。申立期間が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、その夫が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は当

初申立人が納付し、その後はその夫の預金通帳から口座振替により納付

したと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記

号番号前後の被保険者の資格取得時期及びＡ市の国民年金被保険者名簿

に昭和 55 年２月 26 日受付と記録されていることから、同年２月頃払い

出されたと確認でき、その時点で、申立期間のうち 53 年１月から 54 年

12 月までは国民年金保険料を現年度納付及び過年度納付により納付す

ることができる期間である。 

    また、申立人は、国民年金の加入手続を行った時に遡って国民年金保

険料を納付したかもしれないとしているところ、申立人の申立期間以降

の保険料は納付済みであり、下記のとおり昭和 55 年３月と国民年金の

加入手続後の早い時期から口座振替で保険料を納付したと推測されるな

ど、保険料の納付意識は高く、国民年金の加入手続を行った時点で 54

年４月から同年 12 月までを現年度納付及び 53 年１月から 54 年３月ま

でを過年度納付した可能性を否定できない上、24 か月と比較的短期間

である当該期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 



                      

  

      さらに、その夫の保険料は、申立期間は納付済みであり、納付済期間

約 39 年間のうち約 35 年間も口座振替で納付しているなど、その夫も保

険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち昭和 49 年５月から 52 年 12 月までの期間につ

いては、上記のとおり国民年金の加入手続を行った 55 年２月頃の時点

では時効により国民年金保険料を納付することができない期間である上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらず、また、申

立人は、特例納付のことは知らなかったとしており、特例納付により保

険料を納付した事情も見当たらない。 

    また、申立人は、当該期間の国民年金保険料を夫と一緒に納付してき

たと主張しているが、その夫に係るＡ市の国民年金被保険者名簿には、

その夫は昭和 49 年８月 24 日に口座振替を申し出た旨記載されている一

方で、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿には、申立人は申立期

間以降の 55 年３月 14 日に口座振替を申し出た旨記載されていることか

ら、保険料の納付状況が不明である。 

    さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 53 年１月から 54 年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月から同年９月まで 

申立期間について、私は、20 歳になった昭和 47 年＊月から国民年金

に加入し、保険料を納付していた。申立期間については、夫とともに保

険料を納付し、夫は納付済みとなっている。申立期間の国民年金保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、昭和 47 年＊月から国民年金に加入し、

保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から 48 年４月頃に払い出さ

れたと推認され、申立期間は保険料を納付できる期間である上、申立人は

20 歳になった 47 年＊月まで遡って保険料を納付しており、申立人の申述

に不自然さはみられない。 

また、申立人は申立期間以外の国民年金保険料は全て納付済みであり、

同居の夫も納付済みとなっている上、申立人が３か月と短期間の国民年金

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年７月から 50 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月から 50 年３月まで 

    私は、会社を退社した昭和 48 年３月頃に、将来のことを考えて国民

年金の加入手続を行い、加入期間については国民年金保険料を納付して

いたはずである。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち昭和 49 年７月から 50 年３月までの期間について、申

立人は、会社を退社した 48 年３月頃に国民年金の加入手続を行い、加

入期間の国民年金保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年

金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、

51 年９月頃払い出されたと推認され、その時点では、申立期間のうち

昭和 49 年７月から 50 年３月までの期間は保険料を納付できる期間であ

る。 

また、申立人の保険料納付済期間のうち申立期間直後の昭和 50 年４

月から 51 年３月までの保険料は、前述の国民年金手帳記号番号の払出

時期から過年度納付であると推認でき、申立期間のうち 49 年７月から

50 年３月までの保険料を過年度納付した可能性を否定できない上、申

立人が９か月と比較的短期間である当該期間の保険料納付ができなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間のうち昭和 48 年３月から 49 年６月までの期間につい



                      

  

て、申立人は前記１と同様に国民年金保険料を納付したと主張している

が、申立人の国民年金手帳記号番号は上記のとおり 51 年９月頃払い出

されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により保険料を納付

できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等によ

り調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

また、申立人が現在所持し、国民年金加入時に交付を受けたとする年

金手帳は昭和 49 年 11 月以降に使用開始された様式のもので、申立人が

加入手続を行ったとする 48 年３月の様式とは異なっており、申立人の

主張とは相違している。 

さらに、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 49 年７月から 50 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4434 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年６月から 44 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月から 44 年３月まで 

    私は、昭和 45 年４月か同年５月頃にＡ市役所から国民年金加入の通

知が届いたため手続を行い、保険料は私が納付した。その後、46 年頃

に同市役所から未納分を一括納付できるという通知が届いたので、申立

期間である昭和 36 年６月から 44 年３月までの保険料４万円から５万円

を私が一括で納付したにもかかわらず、未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は昭和 45 年４月か同年５月にＡ市役所において国民年金の加入

手続を行い、翌年の 46 年頃に同市役所から申立期間に係る保険料を一括

納付できるとの通知を受け取り、４万円から５万円を一括で納付したとし

ている。これについて、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から、申立人が国民年金の加入手続を行っ

たと申述する 45 年４月頃に払い出されたと推認され、申立人が納付した

と主張する 46 年頃には、第１回特例納付（45 年７月から 47 年６月ま

で）が実施されていたことから、申立期間の国民年金保険料については、

当該特例納付により、納付することが可能である。 

また、申立期間の保険料を特例納付した場合に必要な金額は４万 2,300

円（１か月 450 円×36 年６月から 44 年３月までの 94 か月）であり、申

立人が納付したとする金額とおおむね一致しているなど、申立内容に不自

然さは見られない。 

さらに、申立人の国民年金加入期間中の国民年金保険料は、申立期間を



                      

  

除き全て納付済みとなっていることから、保険料の納付意識は高かったも

のと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4437 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年８月から 41 年 10 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月から 41 年 10 月まで 

私は昭和 40 年７月頃に勤めていた会社を辞めて実家に戻り、Ａ町

（現在は、Ｂ市）のＣ支所で国民年金の加入手続をし、国民年金手帳を

交付してもらった。私の住んでいた地区では、当時は納税組合があり区

長が集金に来ていたので、父が兄の分と一緒に私の国民年金保険料を納

めてくれていたはずである。申立期間の保険料が未納となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を辞めた昭和 40 年７月頃にＡ町Ｃ支所で国民年金の加

入手続を行い、国民年金手帳を交付してもらったとしているところ、申立

人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時

期から 40 年８月頃に払い出されたと推認され、その時点からすると、申

立期間は保険料を納付することが可能な期間である。 

また、申立人の所持する国民年金手帳によると、当該手帳は昭和 40 年

９月 30 日にＤ地で発行されており、申立人は同年８月 14 日に国民年金被

保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料をその父が申立人の兄の分と一緒

に納税組合に納付したとしているところ、申立期間当時のその兄の保険料

は納付済である上、その父が 15 か月と比較的短期間である申立期間の保

険料を納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4438 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年８月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 46 年３月まで 

昭和 45 年８月に夫がサラリーマンをやめて、夫婦でＡ店を開店した。

自営業になり国民年金制度を知った時点で、将来の大切な保障のために

夫婦一緒に加入手続をしたことを覚えている。56 年に保険料の申請免

除をした期間以外に未納期間は無く、ずっと納付していたはずである。

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年８月に夫婦でＡ店を開店し、自営業になり将来の

大切な保障のために夫婦一緒に国民年金の加入手続を行ったとしていると

ころ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から 46 年９月頃に払い出されたと推認され、その時点から

すると、申立期間は保険料を納付することが可能な期間である。 

また、申立人は申立期間以降に未納期間は無く、申立人の国民年金保険

料の納付意識が高いと考えられる上、８か月と短期間である申立期間の保

険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6138 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の

標準報酬月額については、平成４年 11 月及び同年 12 月を 50 万円に、５

年１月から６年６月までを 44 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成４年 11 月１日から６年７月１日まで 

    夫の同僚の記録が違うということを知って、確認してみたら通帳の給

料振込金額と年金事務所の記録が違っていたので訂正してほしい。 

   （注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、平成４年 11 月及び同年 12 月は 50 万円、５年１

月から６年６月までは 44 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった６年７月 13 日以降の同年８月１日付けで、

４年 11 月から６年６月までを８万円に遡って訂正されているとともに、

申立人と同様に複数の同僚についても標準報酬月額が遡って引き下げられ

ていることが確認できる。 

また、閉鎖登記簿謄本から、平成６年７月＊日に当該事業所の破産宣告

が行われた事実が確認できる上、元事業主は、「経営不振で困っていた。

社会保険料の滞納があった。」と回答している。 

さらに、申立人は、前記の登記簿謄本から役員であったことが確認でき

るが、元事業主は、「申立人は、取締役Ｂ部長で兼務役員であった。社会

保険関係や経理関係の事務は担当していなかった。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、平成６年８月１日に行われた遡及訂正処

理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及処



                      

  

理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正処理があったとは認められない。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立

期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとお

り、平成４年 11 月及び同年 12 月を 50 万円に、５年１月から６年６月ま

でを 44 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 19 年７月 10

日は 34 万 1,000 円、同年 12 月 10 日は 37 万 6,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 10 日 

② 平成 19 年 12 月 10 日 

   申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ所が当該

賞与について届出を行っていなかった。Ａ所は、その後、訂正の届出を

行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、当該記録は年金の

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    Ａ所から提出された「賞与一覧表」により、申立人は、申立期間に同所

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、「賞与一覧表」において

確認できる保険料控除額から、平成 19 年７月 10 日は 34 万 1,000 円、同

年 12 月 10 日は 37 万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に



                      

  

対して提出していなかったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を

納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 38 年 11 月 21 日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額の記録を２万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年 11 月 21 日から同年 12 月１日まで 

    Ａ(後のＣ。現在は解散)に勤務した期間のうち、Ｄ支店からＢ支店に

転勤した時期の被保険者期間が欠落している。同一会社に定年まで継続

して勤務していた。厚生年金保険料は、毎月給与から控除されていたと

記憶しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から、申立人が株式会社Ａに継続

して勤務し(昭和 38 年 11 月 21 日に同社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動)、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社ＡのＢ支

店に係る昭和 38 年 12 月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から

２万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

(当時)に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6141 

 

第１ 委員会の結論 

       申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

（当時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、当該

期間の標準報酬月額の記録を 34 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年３月 1 日から２年３月１日まで 

             ② 平成２年３月１日から３年２月 28 日まで 

     株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の標準報

酬月額が給与総支給額より低いことが分かった。当該期間の給与が減

額されたことは無く、平成３年２月 28 日に資格を喪失するまで同じ給

与だった。 

      調査をして、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａ

における標準報酬月額は、当初 34 万円と記録されていたところ、同社

が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日(平成３年２月 28 日)以降

の３年４月８日付けで、２年３月１日に遡って 15 万円に減額訂正され

ているとともに、申立人を除くほかの３人の役員も減額訂正されている

ことが確認できる。 

  一方、株式会社Ａの商業登記簿謄本では、申立人は平成年 10 月＊日

から４年 10 月＊日まで同社の監査役であったことが確認できるが、同

社の元取締役は、「申立人は、だいたい週４日は現場作業で、１日くら

い経理の仕事をやっていた。主な仕事は、給与を現金で支払う出納業務

やアルバイトに支払う給与計算だったと思う。滞納等による税務署や社

会保険事務所からの電話は、全て社長が受けていた。」と供述している

上、会計事務所は、「当時の担当者は、既に退職しており、資料も無い

が、会計事務所との連絡は社長の妻が対応していたと思う。」と回答し



                      

  

ていることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処

理を遡って行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に

係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間②に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 34 万円に

訂正することが必要と認められる。 

 

２ 申立期間①について、申立人は申立期間において給与は減額されたこ

とはないと主張しているところ、複数の同僚は、「給料は固定給なので、

退職まで減額することなく支給された。保険料もその額で控除されてい

たと思う。」と供述している。 

しかしながら、申立人に係るオンライン記録では、平成元年４月 26

日付けで同年３月１日の随時改定の処理を行っていることが確認でき、

当該記録においては不自然な形跡はみられない。 

また、事業主は大病を患い、当時の記憶が無く、資料も残っていない

としているとともに、申立人及び同僚照会した複数の同僚についても給

与明細書等の資料は無い。 

  さらに、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案6143 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２  申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年３月９日から同年６月21日まで 

② 昭和38年８月１日から45年４月１日まで 

年金事務所の記録では、昭和46年11月25日に脱退手当金を受領したこ

とになっているが、子どもが少し大きくなったらまた働き、将来は厚生

年金保険を受給するつもりでいたし、そもそも脱退できることすら知ら

なかった。当然、受給した記憶も無いので、厚生年金保険の記録として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間後の被保険者期間

（株式会社Ａ）はその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、

申立人が当該被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約１年８か月後の昭和46年11月25日に支給決定されたこと

となっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

さらに、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者手帳記号番号払出簿において申立人の氏名は変更処理がな

されておらず旧姓のままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求され

たものと考えられるが、申立人は、昭和45年10月＊日に婚姻し、改姓して

いることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6144 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①のうち、平成元年４月１日から３年 10 月１日までの期間に

ついては、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、

41 万円であったと認められることから、元年４月から３年９月までの期

間の標準報酬月額の記録を訂正することが必要である。 

申立期間③について、申立人の申立てに係る事業所における資格喪失日

は、平成 12 年５月１日であると認められることから、当該期間に係る厚

生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成 12 年４月の標準報酬月額については 28 万円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年４月１日から７年 10 月１日まで 

             ② 平成 10 年 10 月１日から 11 年 10 月１日まで 

             ③ 平成 12 年４月１日から同年５月１日まで 

    株式会社Ａに昭和 59 年１月１日から平成 12 年４月 30 日まで勤務し、

元年４月から７年９月までは約 41 万円、同年 10 月から 12 年４月 30

日に退職するまでは約 28 万円の月給を得ていたが、元年４月から７年

９月までの期間及び 10 年 10 月から 11 年９月までの期間の標準報酬月

額が低すぎる。また、12 年４月分の年金記録が無い。申立期間の標準

報酬月額の記録を本来の金額に訂正し、12 年４月を厚生年金保険の被

保険者期間としてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成元年４月から３年９月までの期間に係る標準

報酬月額については、申立人の株式会社Ａに係るオンライン記録により、

当初、元年４月から３年９月までの期間は 41 万円と記録されていたと

ころ、２年 11 月 30 日付けで、元年４月まで遡って９万 8,000 円に訂正

されていることが確認できる。また、申立人と同様に、事業主及び取締

役等３人の標準報酬月額が、同日付けで減額訂正されていることが確認

できる。 



                      

  

  また、経理担当の取締役は、「当時は会社の経営が厳しく、何か月も

保険料を滞納していたため、社会保険事務所から社長が呼出しを受け、

給料の実際の金額とは別の少ない金額で標準報酬月額を届け出れば保険

料を抑えることができる旨の教唆を受け、喜んで帰ってきたことを記憶

している。」と供述している上、元事業主も社会保険料の滞納があった

ことを認めていることから、同社が厚生年金保険料を含む社会保険料を

滞納していたことが推認できる。 

  さらに、申立人は、申立期間当時は株式会社Ａの取締役であったこと

が商業登記簿謄本で確認できるものの、同僚の取締役は、「申立人はＢ

業務担当であり、社会保険事務は担当していなかった。」と供述してい

る。 

  これらを総合的に判断すると、平成２年 11 月 30 日付けで行われた遡

及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において

係る処理を行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果とし

て記録されている申立人の申立期間①のうち、元年４月から３年９月ま

での期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た 41 万円に訂正することが必要と認められる。 

  一方、申立期間①のうち、平成３年 10 月から７年９月までの期間に

係る標準報酬月額について、上記遡及訂正処理を行った日以降の最初の

定時決定（平成３年 10 月１日）において、９万 8,000 円と記録されて

いるところ、当該処理については遡及訂正処理との直接的な関係をうか

がわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったと

はいえない。 

また、申立人は、当該期間についても 41 万円の標準報酬月額を得て

いたと申し立てているところ、オンライン記録から、申立人の株式会社

Ａにおける厚生年金保険の標準報酬月額は、３年 10 月から７年９月ま

での期間は９万 8,000 円と記録されていることが確認できる。 

 しかし、その主張する報酬額又は給与からの厚生年金保険料の控除額

を示す給与明細書等は無いほか、同僚からも保険料控除に係る資料及び

明確な供述を得られず、事業主からは不明と回答された。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①のうち、平成３年 10 月から７年９月までの期間について、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

２ 申立期間③について、申立人は、平成 12 年４月１日から同年４月 30

日まで、引き続き株式会社Ａに勤務していたと申し立てているところ、



                      

  

雇用保険の加入記録から、当該期間は同社に勤務していたことが認めら

れる。 

また、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける資格喪

失日は、当初、平成 12 年５月１日と記録されていたところ、同年９月

25 日付けで遡って同年４月１日に訂正されていることが確認できる。 

さらに、事業主は、当該資格喪失日の訂正処理については正確な回答

ができないとしているものの、申立人と同様に、同社のＣの運営を担当

した同僚取締役も、資格喪失日が平成 12 年５月１日から同年４月１日

に遡及訂正されていることが確認できる。 

加えて、複数の同僚が株式会社Ａは資金繰りが困難であったと供述し

ている上、事業主も厚生年金保険料を含む社会保険料の滞納があったこ

とを認めている。 

これらを総合的に判断すると、申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失訂正処理を行う合理的な理由は無く、当該処理について有効な記録

訂正があったとは認められないことから、申立人の厚生年金保険被保険

者資格喪失日は、当初の資格喪失日である平成 12 年５月１日に訂正す

ることが必要であると認められる。 

なお、平成 12 年４月の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出たとおり、28 万円に訂正することが妥当である。 

 

３ 申立期間②について、オンライン記録から、申立人の株式会社Ａにお

ける厚生年金保険の標準報酬月額は、22 万円と記録されているところ、

申立人は、当該期間における標準報酬月額は 28 万円であったとして、

当該期間の標準報酬月額が実際の給与額に基づく標準報酬月額より低額

である旨申し立てている。 

しかし、その主張する報酬額又は給与からの厚生年金保険料の控除額

を示す給与明細書等は無いほか、同僚からも保険料控除に係る資料及び

明確な供述を得られず、事業主からは具体的な回答が得られなかった。 

また、オンライン記録では、標準報酬月額について訂正等の不自然な

記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6149 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の有限会社Ａにおける厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭

和 59 年２月４日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 58 年３月から 59 年１月までの標準報酬月額については 28

万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年３月 31 日から 59 年２月 26 日まで 

    昭和 53 年４月１日から 59 年２月 25 日まで、有限会社Ａに継続して

勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間の被保

険者記録が無いので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主及び同僚の供述により、申立人が有限会社Ａに昭和 59 年２月４

日まで継続して勤務していたことが認められるが、オンライン記録では、

58 年３月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している。 

   一方、適用事業所名簿では、有限会社Ａは昭和 58 年３月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされているが、同社の事業

所別被保険者名簿によると、同日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

ている申立人を含む全社員５人の記録は、59 年２月４日付けで被保険者

資格を喪失した旨の記録を 58 年３月 31 日に遡って訂正されており、かつ、

当該訂正処理前の記録から、同日において、同社が適用事業所としての要

件を満たしていたと認められることから、当該適用事業所でなくなったと

する処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   また、事業主は、「当時、事業所は資金繰りが悪化し約 8,000 万円の負

債を抱え、昭和 59 年２月に倒産した。社員の厚生年金保険料については、

同年１月分まで給与から控除していた。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 58 年３月 31 日に



                      

  

資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記

録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、遡及

訂正処理日である 59 年２月４日であると認められる。 

   また、昭和 58 年３月から 59 年１月までの標準報酬月額については、58

年２月のオンライン記録から、28 万円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6150 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社ＡのＢ工場における厚生年金保険被保険者記録は、昭

和 17 年６月１日資格取得、18 年８月 26 日資格喪失となっているが、こ

の記録は、申立人の記録でないと認められることから取り消すことが必要

である。 

また、申立人の株式会社ＡのＢ工場における厚生年金保険被保険者資格

取得日は昭和 17 年６月１日、資格喪失日は 20 年８月 28 日であると認め

られることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 17 年６月から 18

年６月までを 20 円、同年７月から 19 年５月までを 30 円、同年６月から

20 年７月までを 60 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 20 年９月１日まで 

高等小学校卒業後の４月から株式会社ＡのＢ工場に就職して寮に住み、

日中は勤務をし、夜は株式会社ＡのＣ校に通っていた。終戦近くの時期

には、米軍の攻撃を受け、雨の中を寮の裏山に逃げてびしょ濡れになっ

た記憶もあり、寮・学校に被弾し、校門にその跡が残っていたことも記

憶している。また連日のように空襲があり正常な勤務はできないような

状況だった。終戦時の玉音放送も株式会社ＡのＢ工場で聞いたので、昭

和 20 年８月末までは間違いなく勤務していた。 

社会保険事務所（当時）から連絡をもらい昭和 17 年６月１日から 18

年８月 26 日までの記録があることが判明したが、18 年８月 26 日から

20 年８月末までの厚生年金保険の記録が確認できないため、申立期間

を厚生年金保険の記録として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の供述及び申立人の具体的な申述内容により、申立人は申立期間



                      

  

において、株式会社ＡのＢ工場に継続して勤務していたと推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、申立人の当該事業所に係る厚

生年金保険の被保険者資格取得日は昭和 17 年６月１日、同資格喪失日は

18 年８月 26 日となっていることが確認できる。 

一方、株式会社Ａから提出を受けた被保険者名簿によると、申立人と同

姓同名で同年同月生まれの記録が二人確認できるところ、当該事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、基礎年金番号に統合され

ていない厚生年金保険被保険者記録（昭和 17 年６月１日取得、20 年８月

28 日喪失）が確認できる上、前述の元同僚及び申立人の勤務実態に関す

る申述内容に加え、申立人は「同姓同名の者がおり、よく間違えられ

た。」と申述していることから、未統合の厚生年金保険被保険者記録は、

申立人の記録であると判断することができる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人の基礎

年金番号に厚生年金保険被保険者記号番号を統合した際に、同姓同名の申

立人とは別人の被保険者記録を統合したことが推認できることから、この

記録を取り消し、事業主は、申立人が株式会社ＡのＢ工場において厚生年

金保険被保険者資格を昭和 17 年６月１日に取得し、20 年８月 28 日に喪

失した旨の届出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、未統合の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿の記録から、昭和 17 年６月から 18 年６月までを 20 円、

同年７月から 19 年５月までを 30 円、同年６月から 20 年７月までを 60 円

とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 20 年８月 28 日から同年９月１日について

は、前述のとおり、勤務実態は認められるものの、事業主が申立人の給与

から厚生年金保険料の控除を行ったことを裏付ける証言や資料を得ること

はできず、申立人の当該期間における給与からの厚生年金保険料の控除は

不明である。 

このほか、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6152 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）における厚生年金保険被保

険者の資格喪失日は、昭和 23 年５月４日であると認められることから、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20 年９月から 21 年３

月までは 10 円、同年４月から 22 年５月までは 30 円、同年６月から 23 年

４月までは 100 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 明治 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20 年９月１日から 23 年５月４日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ株式会社でＣ製造に従事して

いた申立期間が、厚生年金保険被保険者期間とされていないが、当該事

業所には、年金制度発足前から昭和 39 年に定年退職するまで継続して

勤務していたので、年金記録を訂正してほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ株式会社から提出のあった社内報（昭和 40 年１月 15 日発行）に掲載

された申立人に係る「Ｄ」の記載内容及び事業主の証言により、申立人は、

申立期間においてＡ株式会社に継続して勤務していたと認められる。 

   一方、申立人に係るオンライン記録は、当該事業所における資格喪失日

は昭和 20 年９月１日となっているが、当該事業所に係る健康保険労働者

年金保険被保険者名簿によると、申立人の当該事業所に係る資格取得日は

昭和 17 年１年１日と記載されているものの、資格喪失日の記載が無い上、

同名簿には全員の資格喪失日の記載が無いことが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）

には、昭和 19 年６月１日から 23 年５月４日までの被保険者期間の記録が



                      

  

無いが、申立人と同様に、被保険者記録において一部欠落が見られる同僚

について、オンライン記録では、労働者年金保険の保険料の徴収が開始さ

れた昭和 17 年６月１日から退社日までの全期間を被保険者期間とする同

僚が複数存在することから、社会保険事務所（当時）における年金記録管

理が適切ではなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人がＡ株式会社において

昭和 23 年５月４日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社

会保険事務所に対して行ったと認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額は、申立人のＡ株式会社における昭和

19 年５月に係る旧台帳の記録から、昭和 20 年９月から 21 年３月までは

10 円、厚生年金保険法改正により、21 年４月から 22 年５月までは 30 円、

同年６月から 23 年４月までは 100 円とすることが妥当である。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年９月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月から 46 年３月まで 

申立期間について、私は、昭和 41 年９月に前職を退職後、転職先の

店長の勧めもあって同月末に国民年金の加入手続をＡ区役所で行い、Ｂ

信用金庫Ｃ支店で口座振替により納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、昭和 41 年９月に前職を退職後、転職先

の店長の勧めもあって同月末に国民年金の加入手続をＡ区役所で行い、Ｂ

信用金庫Ｃ支店で口座振替により納付したとしている。しかしながら、Ａ

区は、口座振替制度が実施されたのは 46 年 11 月からであるとしているこ

とから、申立人の主張は、当時の取扱いと一致しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 46 年 10 月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち 41 年９月から 44 年６月までは時効により保険

料を納付できない期間であり、同年７月から 46 年３月までは遡って保険

料を納付する期間であるが、申立人は、保険料を遡って納付した記憶は無

いとしている上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査し

たが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たら

ない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4431 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年８月から平成２年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年８月から平成２年３月まで 

    私は、20 歳になった昭和 59 年＊月頃に両親に勧められてＡ市役所で

国民年金の加入手続をした記憶がある。申立期間は学生であったので、

国民年金保険料は両親が納付していると思う。申立期間を保険料納付済

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 59 年＊月頃にその両親に勧められて国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料はその両親が納付していたと思う

としているが、申立人は、加入手続に関する記憶が明確でなく、保険料納

付を行ったと思うとするその母からは加入手続の時期及び保険料納付の具

体的な申述が得られず、その父は既に他界していることから、申立人の国

民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は、厚生年金保険手帳記号番号が付番され

ており、申立期間は国民年金の未加入期間と推認され、制度上、申立期間

の保険料を納付することはできない期間である上、当委員会においてオン

ラインの氏名検索等により調査したが、申立人に国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4432 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年 10 月から 54 年３月まで 

    会社を退社した昭和 48 年 10 月頃に、実家の父が、私の国民年金の加

入手続を行い、申立期間に係る国民年金保険料は両親が納付していた。

私の妹も会社を退社後は両親が保険料を納付しており、妹の保険料は納

付されているのに、私の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退社した昭和 48 年 10 月頃に、その父が、申立人の国

民年金の加入手続を行い、申立期間に係る国民年金保険料はその両親が納

付していたとしているが、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付

を行ったとするその両親は既に他界しており証言を得られず、申立人は、

国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与していないことから、こ

れらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から、昭和 55 年３月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間のうち 48 年 10 月から 52 年 12 月までの期間は時効によ

り保険料を納付できない期間であり、53 年１月から 54 年３月までの期間

は遡って保険料を納付する期間であるが、申立人は遡って保険料を納付し

たかどうかは不明であると申述している上、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、その妹も会社を退社（厚生年金保険の被保険者資格



 

  

喪失日は昭和 53 年８月 19 日）後は、その両親が国民年金保険料を納付し

ていたとしているが、その妹の国民年金手帳記号番号は申立人と連番で申

立人と同様に 55 年３月頃に払い出されたと推認されるところ、オンライ

ン記録では、その妹の保険料は 54 年４月から納付された記録になってお

り、53 年８月から 54 年３月までの期間については未納である。 

加えて、申立期間は 66 か月と長期間である上、申立人が申立期間の国

民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は

無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 58 年に国民年金の免除制度があることを知り、夫が私の

国民年金の加入手続をし、同時に、夫が夫婦二人分の免除申請をした

はずである。夫は申立期間について全額免除されているのに、私は全

額免除になっていないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年に国民年金の免除制度があることを知り、その夫

が申立人の国民年金の加入手続を行い、同時に、その夫が夫婦二人分の免

除申請をしたはずであるとしている。しかしながら、申立人は免除申請手

続に直接関与しておらず、その夫からは多忙等を理由に免除手続に関する

証言が得られなかったことから、申立期間に係る免除申請の状況が不明で

ある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成６年２月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間について遡って免除申請をすることは制度上できない上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、その夫は申立期間について全額免除され、申立人は

全額免除されていないとしているが、その夫については、その夫の国民年

金被保険者台帳（旧台帳）及びオンライン記録により、当該申立期間が全

額免除と記録されていることが確認できる一方で、申立人については、そ

の夫と同様の記録が見当たらない上、申立人が申立期間の保険料納付の免

除を申請していたことを示す関連資料が無い。 



 

  

加えて、申立人が申立期間の保険料納付の免除を申請したことをうかが

わせる周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人の申立期間の国民年金保険料については、免除されて

いたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 10 月から 46 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月から 46 年３月まで 

        私は昭和 44 年９月に結婚し、国民年金には、それをきっかけに加入

したと思う。その加入時期は、国民年金手帳の資格取得の日付欄にも記

載されており、申立期間の国民年金保険料についても納付していたと思

う。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年９月に結婚した際に国民年金に加入し、申立期間

の国民年金保険料を納付したとしているが、申立人は、その結婚当時の国

民年金加入手続、申立期間の保険料額及び保険料の納付方法等について記

憶が明確でなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 47 年７月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち 44 年 10 月から 45 年３月までの期間は、時効

により国民年金保険料を納付することができない期間であり、45 年４月

から 46 年３月までの期間は遡って保険料を納付することが可能な期間で

あるが、申立人は当該期間の保険料を遡って納付したかどうかについて記

憶が明確でなく、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査し

たが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たら

ない。 

さらに、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人は、国民年金手帳に記載された資格取得年月日が「昭和



 

  

44 年９月＊日」と記載されていることをもって、この時期に国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと思うとしているが、この資

格取得年月日は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日を遡及

して記載するものであることから、加入日及び保険料納付の始期を特定す

るものではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4439 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年９月から平成元年５月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年９月から平成元年５月まで 

私は年金のことが心配だったので、平成 19 年２月にＡ社会保険事務

所（当時）に出向いて納付記録を確認したところ、「不備は無い。」と

の回答であった。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は平成 19 年２月にＡ社会保険事務所に出向いて納付記録を確認

したところ、「不備は無い。」との回答だったので申立期間について未納

は無いはずであるとしているが、申立人の国民年金への加入手続及び保険

料の納付に関する記憶が明確ではなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成３年７月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であ

る上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4440 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年５月から 49 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年５月から 49 年９月まで 

申立期間については、昭和 49 年９月頃に妻がＡ市Ｂ区役所に婚姻届

を提出した際、区の職員に別室に案内されて私の国民年金保険料を遡っ

て納付するよう勧められたので、後日妻が分割して納付した。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年９月頃にその妻がＡ市Ｂ区役所に婚姻届を提出し

た際に、区の職員から申立人の国民年金保険料を遡って納付するよう勧め

られたので､後日その妻が分割して納付したと申述しているが、その妻の

国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する記憶が明確ではなく、これ

らの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 53 年３月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間で

ある上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

     これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年８月から 49 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年８月から 49 年 12 月まで 

私の国民年金への加入手続はＡ市で父が行ってくれた。初回の国民年

金保険料は父が納付し、その後はＢ区に住民票を移して私が金融機関で

納付してきた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続と初回の保険料の納付をＡ市でその父が

行ったとしているが、その父は既に他界しており証言を得ることができず、

申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付の状況が不明である。 

また、申立人は、Ｂ区に住民票を異動した後は、申立人が金融機関で保

険料を納付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記

号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 50 年４月頃にＢ区で払

い出されたと推認され、その時点では、47 年８月から同年 12 月までは時

効により保険料を納付できない期間であり、48 年１月から 49 年 12 月ま

では遡って保険料を納付できる期間であるが、申立人の保険料の納付に関

する記憶が明確ではない上、当委員会においてオンラインの氏名検索等に

より調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人は、申立人の所持する年金手帳の「初めて被保険者となっ

た日」が「昭和 47 年＊月＊日」と記載されていることをもって、当該日



 

  

に国民年金の加入手続を行ったとしているが、この「初めて被保険者とな

った日」は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日を遡及して

記載するものであることから、加入日を特定するものではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4442 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年２月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月から 52 年３月まで  

私は、昭和 47 年＊月頃に主人が 30 歳になるので、主人を説得してＡ

市役所において夫婦で国民年金に加入した。保険料は一人当たり 2,200

円で二人分の金額は 5,000 円でおつりがきたと覚えている。申立期間の

保険料が未納になっていることは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 47 年＊月頃にＡ市役所でその夫と一緒に国民年金の加

入手続をし、保険料を納付したとしているが、これらに関する申立人の記

憶が曖昧であり、国民年金加入手続や保険料納付の状況が不明である。 

 また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 52 年４月頃に払い出されたと推認され、その

時点からすると申立期間のうち、47 年２月から 49 年 12 月までは時効に

より保険料を納付できない期間であり、50 年１月から 52 年３月までは遡

って納付することができる期間であるが、申立人は、まとめて納付したり、

遡って納付したことは無いとしている上、当委員会において、オンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

      これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6133 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年９月１日から 56 年 10 月１日まで 

Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に勤務した期間のうち、申立期間

の標準報酬月額が９万 8,000 円になっていることに納得できない。当時

は 40 万円以上の給与を支給されていたので、給与額に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の元同僚は、「当時は基本給が９万 8,000 円で、あとは歩合

給であったと思う。」と供述しており、同社提出の健康保険・厚生年金保

険・雇用保険被保険者名簿によれば、申立人の標準報酬月額は９万 8,000

円と記載され、申立人と同時期に被保険者資格を取得した複数の女性社員

にも、同額の記載があることが確認できる。 

また、Ｂ株式会社では、申立期間当時の申立人の給与額及び厚生年金保

険料控除額を確認できる賃金台帳等の資料は無く、申立人が主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除していたか不明としてい

る上、同僚からも、申立人の給与額及び厚生年金保険料控除額について、

供述を得られない。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載さ

れた申立期間に係る申立人の標準報酬月額は、オンライン記録と一致して

おり、遡及訂正された形跡は無い。 

加えて、申立人が申立期間において、事業主により給与から、申立人が



  

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料は無い。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 6134 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年２月１日から７年１月 21 日まで 

Ａ株式会社における申立期間の標準報酬月額が 32 万円となっている

が、当時の月給は約 68 万円で、当該給与に相当する厚生年金保険料が

控除されていたと思うので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ株式会社とＢ株式会社の両社に勤務し、両

社から給与を得ていたとしているところ、Ａ株式会社の元代表取締役は、

「申立期間当時、当社は申立人に 32 万円の給与を支払っており、給与か

ら標準報酬月額 32 万円に基づく厚生年金保険料を控除していた。」とし

ている。 

また、Ｂ株式会社の代表取締役は、「申立期間当時、当社は申立人に

30 万円から 30 数万円の給与を支払っていたが、給与から厚生年金保険料

は控除していなかった。申立人を厚生年金保険に加入させる届出も行って

いなかった。」としている。 

さらに、申立人が提出している株式会社Ｃ銀行Ｄ支店普通預金元帳・当

座貸越元帳には、申立期間当時、Ｂ株式会社が申立人に給与を支払ってい

たことが記載されているところ、保険料の控除については確認できない。 

加えて、オンライン記録により、Ａ株式会社は、平成４年４月１日付け

でＥ基金に加入していることが確認できるところ、申立期間のうち４年４

月１日から７年１月 21 日までの期間における同基金の申立人に係る標準

報酬月額は、オンライン記録と同様、32 万円と記録されている。 



  

また、申立期間当時、申立人の給与からその主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料が控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資

料が無い上、Ａ株式会社における厚生年金保険被保険者は代表取締役と申

立人のみであったことから、保険料控除について同僚の供述を得ることが

できなかった。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6135 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月１日から 44 年１月１日まで 

株式会社Ａに、社長の実兄の紹介で入社し、Ｂの助手として勤務した。

厚生年金保険の記録は昭和 41 年４月 25 日から同年９月１日までの５か

月しかないが、２年以上勤務した。当時の同僚も勤務を認めている。申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務したとする株式会社Ａについて、申立期間に被保険者記録

のある同僚７人に照会し、回答のあった６人のうちの１人が、申立人は、

申立期間に勤務していたとしており、３人は、期間は特定できないが勤務

していたとしているものの、ほかの１人は、「昭和 43 年２月時点では申

立人に会ったことがなく、勤務していなかったと思う。」と供述しており、

これらから、申立期間のうち期間は特定できないが勤務していたことが推

認できる。 

しかしながら、同僚照会で、申立人が株式会社Ａに勤務していたとする

者４人のうち２人は、「自分は社会保険料を控除されていたので、申立人

も同様に控除されていたと思うが、給与明細書を見たり、保険料控除の話

をしたことは無い。」としていることから、厚生年金保険料の控除は不明

である上、他の２人も、申立人が厚生年金保険料を控除されていたかは不

明としている。  

また、同僚２人は、「当時は、事業主が本人に社会保険の資格取得や資

格喪失の希望を確認して加入期間を決めていた。」と、また、その２人の

うちの１人は、「社会保険の加入は個人差があって一定期間加入できない

者がいた。」と供述している。 



  

さらに、申立人が同僚として名前を挙げた３人、及びほかの同僚が名前

を挙げた６人の名前のいずれもが、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿には見当たらないことから、同社は、必ずしも社員全員を

社会保険に加入させていたものではないと認められる。 

加えて、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、健

康保険証番号は連番になっており欠番は無く、申立人の記録は現存するも

の以外には見当たらない。 

また、申立人の株式会社Ａに係る雇用保険の記録は無い。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6136 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年３月から 51 年１月まで 

    昭和 44 年３月頃にＡ株式会社に入社し、46 年に合併してできたＢ株

式会社Ｃ支社のＤ所に 47 年３月から 51 年１月まで勤務したが、この期

間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚及び申立人の供述により、申立人が申立期間にＢ株式会社Ｃ

支社のＤ所に勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、Ｂ株式会社と合併後のＥ株式会社は、申立期間当時の厚

生年金保険関係資料を保存しておらず、申立人の厚生年金保険料の給与か

らの控除については不明としている上、申立期間当時のＢ株式会社Ｃ支社

の社会保険担当者は、「申立人は社員ではなく、Ｆ員であった。当時、Ｆ

員は厚生年金保険には加入していなかった。」と供述している。 

   また、オンライン記録では、申立人の申立期間の全期間において国民年

金保険料が納付されていることが確認できる。 

さらに、Ｂ株式会社Ｃ支社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立

人の資格取得日は昭和 51 年２月１日と記載されており、オンライン記録

と一致する。 

   加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 10 月１日から２年 10 月１日まで 

株式会社ＡのＢ員として勤務していた期間のうち、平成元年 10 月か

ら２年９月までの標準報酬月額が 34 万円となっているが、元年５月、

同年６月、同年７月の３か月の平均給与額から算定される標準報酬月額

は 36 万円であることから、当該期間の標準報酬月額の記録を 36 万円に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  株式会社Ａは、申立期間に係る賃金台帳及び厚生年金保険関係の届出書

類等を保存しておらず、当時の事業主及び社会保険事務担当者は既に亡く

なっていることから、申立期間当時の厚生年金保険の取扱いについては不

明としており、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の届出及び厚生年金

保険料の控除について確認できない上、申立期間に係るオンライン記録に

おいて遡及訂正等の記録は見当たらない。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

るところ、申立人の提出した申立期間に係る給与明細書において保険料控

除額に見合う標準報酬月額は 34 万円であり、オンライン記録における標

準報酬月額 34 万円と一致しており、報酬月額に見合う標準報酬月額は保

険料控除額に見合う標準報酬月額を下回らないことが確認できる。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             



  

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6142 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年 11 月１日から 37 年１月 15 日まで 

平成８年に年金の請求をするために社会保険事務所（当時）に行った

ところ、申立期間の事業所について脱退手当金を請求していると言われ

た。請求した記憶は全く無かったので納得がいかなかったが、仕方がな

いのかと思いそのままにしていた。今回日本年金機構より、はがきが送

られてきたため、やはりあの請求記録はおかしかったのではないかと思

い、第三者委員会に申立てをすることにした。調査の上記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について脱退手当金を受給していないと申し立てて

いるところ、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金

が支給されたことを意味する「脱」の押印があるとともに、厚生年金保険

被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金が支給決定されたとする昭和

37 年６月 26 日より前の同年２月 26 日に、脱退手当金の裁定に必要とな

る標準報酬月額等を厚生省（当時）から申立期間に係る脱退手当金の裁定

庁に回答したことが記録されているほか、申立人の脱退手当金は、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の同年１月 15 日から約５か月

後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6145 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から６年３月 31 日まで 

        年金事務所でオンライン記録を確認したところ、株式会社Ａに勤務し

ていた期間のうち申立期間の標準報酬月額が引き下げられていた。実際

に支給された給与と相違しているので、調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準報

酬月額は、当初、平成４年４月から５年 10 月までの期間については 53 万

円、同年 11 月から６年２月までの期間については 44 万円と記録されてい

たが、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成６年３月

31 日）の後の同年４月 22 日付けで、申立人を含む３人の被保険者の標準

報酬月額に係る記録が遡って訂正されており、申立人の標準報酬月額は４

年４月から５年９月までは 30 万円に、同年 10 月から６年２月までは 28

万円に減額訂正する処理が行われていることが確認できる。 

しかしながら、株式会社Ａの商業登記簿謄本により申立人は、申立期間

当時、同社の取締役（平成＊年＊月＊日付けで代表取締役に就任）であっ

たことが確認できる。 

また、申立期間当時の事業主は、「自分は、もう一つの会社の方で手一

杯で、株式会社Ａの運営、経理事務は、全て申立人が行っていた。同社の

経営状態は、バブル後に悪化した。標準報酬月額の訂正のことは知らな

い。」と供述している。 

さらに、複数の元取締役は、「社会保険関係の手続は、全て申立人が行

っていた。会社は経営不振で給与の減額、遅配があり、最終的には社会保



  

険から脱退した。」と供述し、元取締役の一人は、「社会保険事務所（当

時）に『保険料が払えないのであれば、社会保険を一度止めて、改善され

てから改めて入るように言われた。』と当時申立人から聞いた。」と供述

している上、別の元取締役から提出された給与明細書には、申立人の確認

印が押されていることが確認できることから、申立人は株式会社Ａの運営、

経理及び社会保険事務を担当し、申立人の標準報酬月額の減額訂正処理に

ついて､社会保険事務を担当していた取締役である申立人が関与していな

かったとは考え難い。 

これらの事情等を総合的に判断すると、申立人は、同社の当該事務を担

当していた取締役として、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら､

その処理が有効なものではないと主張することは、信義則上許されず、申

立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6146 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 10 月１日から７年８月１日まで 

        申立期間当時のＡ株式会社の経営は順調で、厚生年金保険の標準報酬

月額を引き下げた記憶は無い。当時の給与は 50 万円だったので調査の

上、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成５年 10 月から６年９月までの期間について、オ

ンライン記録によると、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の標準

報酬月額は、当初５年 10 月１日の定時決定により 50 万円と記録されてい

たところ、６年２月 21 日付けで当該定時決定を取り消した上、５年 10 月

に遡って 15 万円に引き下げられていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は申

立期間に同社の代表取締役であることが確認できる上、オンライン記録に

よると、当該事業所における申立期間当時の厚生年金保険の被保険者は申

立人一人であることが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険事務所（当時）に対する届出や手続に関し

ては、死亡した妻が作成し提出していた。」と供述しているが、申立人の

標準報酬月額の減額訂正処理について､同社の代表取締役であった申立人

が関与していなかったとは考え難い上、当該処理について、社会保険事務

所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も

無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、同社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る減額訂正

処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の



  

厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

一方、申立期間のうち、平成６年 10 月から７年７月までの期間につい

て、オンライン記録によると、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険

の標準報酬月額は、６年 10 月１日付けの定時決定処理により、同年 10 月

から７年７月までは 15 万円と記録されており、上記定時決定について、

社会保険事務所の事務処理に不合理な点は見当たらない。 

また、申立人は、当該期間に係る給与明細書等の厚生年金保険料の控除

を確認できる資料を保有していない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

一方、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められ

るかを判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、

特例対象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を

履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合

については、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

このことから、仮に、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることができたとし

ても、申立人は、特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付

義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められ

る場合」に該当すると認められることから、当該期間については、特例法

に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6147 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年７月１日から 45 年 11 月１日まで 

    Ａ地方裁判所Ｂ部により当事者間の地位保全等仮処分申請事件（昭和

40 年（＊）＊号）（以下「当該事件」という。）について従業員たる

地位保全を仮に定めた判決がでた。それに伴って申立期間に係る和解賃

金の支払判決が出て和解が成立したが、申立期間の標準報酬月額が訂正

されていない。調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時にＣ組合Ｄ部Ｅ支部が組合員に配布し、申立人が提出した

当該事件の判決文（支払金員額を定めた第一賃金一覧表を含む）及び判決

後に株式会社Ｅと最終和解（合意）した第二賃金一覧表によると、同社に

おける申立人の従業員たる地位を仮に定め、また、昭和 40 年６月以降の

金員を仮に支払えとの判決がなされ、最終和解（合意）後の賃金額が申立

人に係る 40 年７月以降のオンライン記録の標準報酬月額（２万円）を超

える報酬月額（２万 1,180 円から４万 4,124 円）の支払を受けていること

が認められる。 

しかしながら、株式会社Ｆに係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険

者原票によると、申立人の標準報酬月額に係る記録は、昭和 39 年 10 月の

定時決定により２万円に決定された後、40 年５月 25 日付けで一旦被保険

者の資格を喪失し、当該事件の判決後の 46 年３月５日付けで、この資格

喪失記録を取り消した上、40 年５月の随時改定、同年 10 月、41 年 10 月、

42 年 10 月、43 年 10 月、44 年 10 月及び 45 年 10 月の定時決定を社会保

険事務所（当時）において一括処理し、申立人の標準報酬月額を 40 年５



  

月から 45 年 10 月までの期間について２万円としていることが確認できる。 

   また、上記名簿による申立人と同様に当該事件の判決の対象となった

10 人の元同僚全員の標準報酬月額の記録も、最終和解（合意）後の賃金

額とは異なる低い標準報酬月額となっており、昭和 39 年 10 月の定時決定

による標準報酬月額と同額であることが確認できる。 

   さらに、当時の事業主は既に亡くなっている上、元取締役３人及び複数

の元同僚は、「当時のことは不明。」と供述しているため、申立期間にお

いて、当該事件の判決内容を踏まえた、最終和解（合意）後の賃金額に基

づく標準報酬月額による届出が事業主により行われたことの具体的な供述

を得ることができなかった。 

   加えて、株式会社Ｆが加入していたＧ組合（昭和 45 年８月１日設立）

では申立人の被保険者加入記録は確認できない上、同社の事業所別被保険

者名簿において、申立期間における標準報酬月額が訂正された形跡は認め

られない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等は無い上、株式会社Ｆは昭和

60 年 11 月１日に適用事業所ではなくなっており、申立期間当時の賃金台

帳等は確認できない上、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 6148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 10 年９月 21 日まで 

    昭和 55 年６月２日から平成 10 年９月 20 日まで、株式会社Ａに継続

して勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間の

標準報酬月額は、当時の給与支給額約 40 万円と異なり減額された記録

となっているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、株式会社Ａに係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録は、当

時の給与支給額と異なり、減額された記録となっていると申し立てている。 

   しかしながら、申立人提出の申立期間に係る銀行預金元帳では申立期間

に係る給与振込額は確認できない上、申立人の雇用保険の離職時賃金日額

は 2,666 円（月額７万 9,980 円）であり、申立期間末の６か月間の標準報

酬月額が９万 2,000 円であることから、この間における離職時賃金日額と

標準報酬月額とは一致している。 

   また、株式会社ＡはＢ法務局保管の登記簿上は現存しているものの、事

業所及び事業主から回答を得られないことから、申立人の申立期間の厚生

年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から申立人が

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料も無い上、申立てに係る事実を確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6151（事案 5429 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年９月 10 日から平成２年４月 28 日まで 

  有限会社Ａが経営するＢにおいて、申立期間について正社員として勤

務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。同社が社会保険の

適用事業所となっていた申立期間を、厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の供述から、申立人が申立期

間に有限会社Ａに勤務していたことがうかがえるが、申立期間当時の勤務

実態及び厚生年金保険料の給与からの控除が確認できないことから、既に

当委員会の決定に基づき、平成 23 年５月 11 日付け年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、申立期間は当該事業所において正社員として勤

務していたので、当該事業所が社会保険の適用事業所となっていた申立期

間を、厚生年金保険の被保険者期間として認めてもらえないのは納得でき

ないとしている。 

今回、新たに調査したところ、当該事業所における申立人の雇用保険被

保険者記録によると、離職日は確認できないが、資格取得日が昭和 58 年

４月１日と記録されていることから、申立期間当時、継続して勤務してい

たと推認できる。 

しかしながら、当該事業所の元事業主は、「申立人は、当社において厚

生年金保険に加入していなかった。また、給与から厚生年金保険料を控除

していなかった。」と供述している。 

また、申立期間当時、当該事業所において申立人の上司であったＣ氏は、



  

「Ｂは、申立期間の一時期において有限会社Ａが経営していたが、同社が

経営していた期間、私は厚生年金保険に加入していなかった。また、給与

から厚生年金保険料は控除されていなかった。」と供述している上、元同

僚Ｄ氏も、「Ｂは有限会社Ａが経営していたが、私は同社に勤務していた

期間、厚生年金保険に加入していなかった。保険料も給与から控除されて

いなかった。」と供述している。 

   以上のことから、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らず、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 


